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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式（Ｉ）で表される４級アンモニウム塩化合物（Ａ）を５質量％以上２０質量
％以下、下記一般式（II）で表される非イオン界面活性剤（Ｂ）を０．５質量％以上５質
量％以下含有する液体柔軟剤組成物。
【化１】

（一般式（Ｉ）中、Ｒ1は炭素数８以上２６以下のアシル基を示し、Ｒ2、Ｒ3はそれぞれ
独立に炭素数８以上２６以下のアシル基、又は水素原子を示し、Ｒ4は炭素数１以上３以
下のアルキル基を示し、Ｚ-は陰イオンを示す。）
　　Ｒ5－Ｏ－（ＰＯ）m－（ＥＯ）n－Ｈ　　　　　　　（II）
（一般式（II）中、Ｒ5は炭素数が６以上２２以下である直鎖アルキル基を示し、酸素原
子と結合するＲ5中の炭素原子が第１炭素原子であり、ＰＯはプロピレンオキシ基を示し
、ＥＯはエチレンオキシ基を示し、ｍ及びｎは平均付加モル数を示し、ｍは０．５以上３
．０以下、ｎは２０以上１００以下の数を示す。）
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【請求項２】
　更に、分子中に３個以上６個以下のヒドロキシ基を有する多価アルコールと炭素数１６
以上２２以下の脂肪酸とのエステル化合物（Ｃ）を、０．５質量％以上５質量％以下含有
する、請求項１に記載の液体柔軟剤組成物。
【請求項３】
　更に、水溶性有機溶剤（Ｄ）を１質量％以上１０質量％以下含有する、請求項１又は２
に記載の液体柔軟剤組成物。
【請求項４】
　水溶性有機溶剤（Ｄ）が、エチレングリコール、プロピレングリコール、グリセリン、
及びエタノールから選ばれる１種又は２種以上である、請求項３に記載の液体柔軟剤組成
物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、衣料等の繊維製品用の液体柔軟剤組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　４級アンモニウム塩化合物を主基剤とする液体柔軟剤組成物においては、結晶性が高い
４級アンモニウム塩化合物を組成物中に安定に分散させる必要がある。しかしながら、寒
冷地等において組成物が凍結した場合、その後、解凍されたとしても分散状態を安定に保
つことが難しいため、増粘や分離等の貯蔵安定性の問題が生じる場合がある。
　このような問題を解決する液体柔軟剤組成物として、例えば、特許文献１、２には、分
岐鎖アルキル基を有するポリオキシアルキレンアルキルエーテル型非イオン界面活性剤を
用いる技術が開示されている。
　また、特許文献３には、ポリオキシアルキレンアルキルエーテル型非イオン界面活性剤
とビグアニド化合物とを含有する組成物が開示されている。
　更に、特許文献４には、特定構造のアミン化合物と直鎖アルキル基を有する非イオン界
面活性剤とを含有する組成物が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００１－１８１９７２号公報
【特許文献２】特開平７－０１８５７５号公報
【特許文献３】特開２０１２－２０２０００号公報
【特許文献４】特開平７－０１８５７７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　分岐鎖アルキル基を有するポリオキシアルキレンアルキルエーテル型非イオン界面活性
剤は石油を原料とする界面活性剤であることから、石油価格の上昇に伴って製造コストが
上昇するためコストの面で不利になる場合がある。
　一方、他の原料の選択肢として天然油脂が挙げられる。しかしながら、天然油脂由来の
脂肪族アルコールは主に直鎖１級アルコールであることから、天然油脂に由来のポリオキ
シアルキレンアルキルエーテル型非イオン界面活性剤は、前記凍結回復性の点で、分岐鎖
を有する非イオン界面活性剤よりも劣るため、更なる改善が望まれている。
　なお、近年の環境保全の考え方からも天然油脂由来の界面活性剤の使用が求められてい
る。最近の柔軟剤組成物の柔軟基材である陽イオン界面活性剤のほとんどが、分子中に脂
肪酸エステル又はアミド構造を有する天然由来の脂肪酸を利用したアミン化合物又は４級
アンモニウム化合物である。
　本発明は、４級アンモニウム塩化合物と直鎖１級アルコールに由来するポリオキシアル
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キレンアルキルエーテル型界面活性剤とを用いた液体柔軟剤組成物において、柔軟性を有
し、かつ凍結回復性に優れる液体柔軟剤組成物を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は以下を要旨とするものである。
　下記一般式（Ｉ）で表される４級アンモニウム塩化合物（Ａ）を５質量％以上２０質量
％以下、下記一般式（II）で表される非イオン界面活性剤（Ｂ）を０．５質量％以上５質
量％以下含有する液体柔軟剤組成物。
【０００６】
【化１】

【０００７】
（一般式（Ｉ）中、Ｒ1は炭素数８以上２６以下のアシル基を示し、Ｒ2、Ｒ3はそれぞれ
独立に炭素数８以上２６以下のアシル基、又は水素原子を示し、Ｒ4は炭素数１以上３以
下のアルキル基を示し、Ｚ-は陰イオンを示す。）
　　Ｒ5－Ｏ－（ＰＯ）m－（ＥＯ）n－Ｈ　　　　　　　（II）
（一般式（II）中、Ｒ5は炭素数が６以上２２以下である直鎖アルキル基を示し、酸素原
子と結合するＲ5中の炭素原子が第１炭素原子であり、ＰＯはプロピレンオキシ基を示し
、ＥＯはエチレンオキシ基を示し、ｍ及びｎは平均付加モル数を示し、ｍは０．５以上３
．０以下、ｎは２０以上１００以下の数を示す。）
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、柔軟性を有し、かつ凍結回復性に優れる液体柔軟剤組成物を提供する
ことができる。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本発明は、一般式（Ｉ）で表される４級アンモニウム塩化合物（Ａ）を５質量％以上２
０質量％以下、一般式（II）で表される非イオン界面活性剤（Ｂ）を０．５質量％以上５
質量％以下含有する液体柔軟剤組成物である。
　本発明においては、直鎖１級アルコールに対して少量のプロピレンオキシドを付加した
後、エチレンオキシドを付加した非イオン界面活性剤を用いるため、天然油脂を原料とす
る直鎖アルキル基を有する界面活性剤でありながらも、４級アンモニウム塩化合物を安定
に分散させることが可能であり、液体柔軟剤組成物の凍結回復性を向上させることができ
る。
【００１０】
＜（Ａ）成分：４級アンモニウム塩化合物＞
　（Ａ）成分は、下記一般式（Ｉ）で表される４級アンモニウム塩化合物である。
【００１１】
【化２】

【００１２】
（一般式（Ｉ）中、Ｒ1は炭素数８以上２６以下のアシル基を示し、Ｒ2、Ｒ3はそれぞれ
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独立に炭素数８以上２６以下のアシル基、又は水素原子を示し、Ｒ4は炭素数１以上３以
下のアルキル基を示し、Ｚ-は陰イオンを示す。）
【００１３】
　Ｒ1は炭素数８以上２６以下のアシル基である。Ｒ1の炭素数は好ましくは１２以上、よ
り好ましくは１４以上であり、そして、好ましくは２４以下、より好ましくは２０以下で
ある。アシル基は、好ましくは脂肪酸由来の有機基であり、より好ましくは直鎖脂肪酸由
来の有機基である。
　前記脂肪酸としては、ラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、ステアリン酸、オレ
イン酸等の飽和もしくは不飽和脂肪酸；牛脂、豚脂、パーム油、大豆油、ナタネ油、サフ
ラワー油、ヒマワリ油、オリーブ油等の天然油脂を分解・精製して得られる脂肪酸；これ
らの硬化脂肪酸、部分硬化脂肪酸等が挙げられ、これらの中では、パルミチン酸、ステア
リン酸、オレイン酸、牛脂脂肪酸、硬化牛脂脂肪酸、パーム油脂肪酸、硬化パーム油脂肪
酸、大豆脂肪酸、及び硬化大豆脂肪酸から選ばれる１種又は２種以上を用いることが好ま
しい。
【００１４】
　Ｒ2、Ｒ3はそれぞれ独立に炭素数８以上２６以下のアシル基又は水素原子である。
　炭素数８以上２６以下のアシル基としては、前記Ｒ1と同じものを挙げることができる
。
　Ｒ4は、炭素数１以上３以下のアルキル基であり、これらの中では、メチル基、エチル
基が好ましい。
　Ｚ-は、陰イオンであり、好ましくはハロゲンイオン、炭素数１以上３以下のアルキル
硫酸イオン、炭素数１２以上１８以下の脂肪酸イオン、炭素数１以上３以下のアルキル基
が１個以上３個以下置換していてもよいベンゼンスルホン酸イオンであり、より好ましく
は塩素イオン、臭素イオン、ヨウ素イオン、メチル硫酸イオン、及びエチル硫酸イオンで
あり、更に好ましくは塩素イオン、メチル硫酸イオンである。
【００１５】
〔（Ａ）成分の製造方法〕
　（Ａ）成分の製造方法について特に制限はないが、トリエタノールアミンと脂肪酸とを
脱水エステル化反応させる方法（以下、「脱水エステル化法」ともいう。）、又はトリエ
タノールアミンと前記脂肪酸の低級アルキルエステル（低級アルキルはメチル基、エチル
基、プロピル基）とをエステル交換反応させる方法（以下、「エステル交換法」ともいう
。）により得られたエステル化物を、アルキル化剤で４級化反応させる方法を挙げること
ができる。
　脂肪酸としては、前記脂肪酸を挙げることができ、脂肪酸の低級アルキルエステルとし
ては、前記脂肪酸の低級アルキルエステルを挙げることができる。
　脂肪酸又は脂肪酸の低級アルキルエステル全量中に含まれる、脂肪酸由来の不飽和炭化
水素基に対する脂肪酸由来の飽和炭化水素基のモル比（飽和炭化水素基／不飽和炭化水素
基）は、好ましくは４０／６０～９５／５、より好ましくは５０／５０～９０／１０、更
に好ましくは５５／４５～８５／１５である。
　また、脂肪酸は、ＪＩＳ Ｋ００７０-１９９２に記載の方法で測定した酸価（ＡＶ）又
は鹸化価（ＳＶ）が、好ましくは１７０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上、１８０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上
であり、好ましくは２４０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下、より好ましくは２３５ｍｇＫＯＨ／ｇ以
下である。
【００１６】
　前記脱水エステル化法又はエステル交換法における反応モル比（脂肪酸又は脂肪酸の低
級エステルのモル数／トリエタノールアミン）は、好ましくは１．３／１～２．０／１、
より好ましくは１．５／１～１．９／１である。
【００１７】
　前記脱水エステル化法の例としては、例えば、特表２０００－５１０１７１号公報の８
～９頁目に記載されている方法を適用することができる。
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　また、前記エステル交換法の例としては、例えば、特開平７－１３８２１１号公報の段
落〔００１３〕～段落〔００１６〕に記載の方法を適用することができる。
【００１８】
　前記脱水エステル化法又はエステル交換法により、エステル化物の混合物が得られる。
このエステル化物の混合物に対し、以下に示すアルキル化剤を用いて４級化することで４
級アンモニウム塩化合物（（Ａ）成分）を得ることができる。
　アルキル化剤としては、ジメチル硫酸、ジエチル硫酸、塩化メチル、臭化メチル、ヨウ
化メチル、エピクロロヒドリン及びエチレンオキシドから選ばれる１種又は２種以上を用
いることができる。これらの中では、塩化メチル、ジメチル硫酸及びジエチル硫酸が好ま
しい。
【００１９】
　アルキル化剤としてジメチル硫酸及びジエチル硫酸の少なくとも１種を用いる場合、エ
ステル化物のアミノ基１当量に対するジメチル硫酸及びジエチル硫酸の少なくとも１種の
使用量は、好ましくは０．９当量以上１．１当量以下、より好ましくは０．９５当量以上
０．９９当量以下である。
　ジメチル硫酸、ジエチル硫酸を用いる場合には、特に溶媒を使用する必要はないが、溶
媒を使用する場合、エタノールやイソプロパノール等を用いることができる。溶媒を使用
する場合の使用量は、エステル化物に対して１０質量％以上５０質量％以下が好ましい。
　反応は、反応溶液を４０℃以上１００℃以下に加熱混合し、ジメチル硫酸及びジエチル
硫酸の少なくとも１種を滴下することにより行うことができる。
　その他の４級化反応の例としては、例えば、特開平７－１３８２１１号公報の〔００１
７〕～〔００２３〕に記載の方法や、特開平１１－１０６３６６号公報に記載の製造方法
を適用することができる。
【００２０】
　４級アンモニウム塩化合物がアルケニル基を含有する場合、不飽和基のシス体とトラン
ス体とのモル比［シス体／トランス体］は、好ましくは３０／７０～９９／１であり、原
料の入手性の観点から、より好ましくは５０／５０～９７／３である。
　なお、前記比［シス体／トランス体］は1Ｈ－ＮＭＲの積分比で算出することができる
。
【００２１】
　（Ａ）成分は、一般式（Ｉ）で表される１種類の化合物で構成されていてもよく、一般
式（Ｉ）で表される２種類以上の化合物の混合物で構成されていてもよい。一般的に、前
記製造方法により製造した場合は、一般式（Ｉ）で表される２種類以上の化合物の混合物
として得られる。
　一般式（Ｉ）においてアシル基を１つ有する４級アンモニウム塩化合物の含有量は、好
ましくは１０質量％以上４５質量％以下、アシル基を２つ有する４級アンモニウム塩化合
物の含有量は、好ましくは３５質量％以上７０質量％以下、アシル基を３つ有する４級ア
ンモニウム塩化合物の含有量は、好ましくは５質量％以上３０質量％以下である。
　なお、本発明の液体柔軟剤組成物は、（Ａ）成分の調製時に残留する３級アミン化合物
、未反応脂肪酸、未反応のエタノールアミンの４級化物等を含んでいてもよい。
【００２２】
＜（Ｂ）成分：非イオン界面活性剤＞
　（Ｂ）成分は、下記一般式（II）で表される非イオン界面活性剤である。
　　Ｒ5－Ｏ－（ＰＯ）m－（ＥＯ）n－Ｈ　　　　　　　（II）
（一般式（II）中、Ｒ5は炭素数が６以上２２以下である直鎖アルキル基を示し、酸素原
子と結合するＲ5中の炭素原子が第１炭素原子であり、ＰＯはプロピレンオキシ基を示し
、ＥＯはエチレンオキシ基を示し、ｍ及びｎは平均付加モル数を示し、ｍは０．５以上３
．０以下、ｎは２０以上１００以下の数を示す。）
　Ｒ5は炭素数が６以上２２以下である直鎖アルキル基である。直鎖アルキル基は直鎖１
級アルコール由来のアルキル基であることが好ましい。直鎖アルキル基の炭素数は、好ま
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しくは７以上、より好ましくは８以上であり、そして、好ましくは１８以下、より好まし
くは１６以下、更に好ましくは１４以下である。
　プロピレンオキシ基の平均付加モル数を表すｍは、凍結回復性を向上させる観点から、
０．５以上、好ましくは０．６以上、より好ましくは０．８以上であり、そして、３．０
以下、好ましくは２．０以下、より好ましくは１．６以下である。
　エチレンオキシ基の平均付加モル数を表すｎは、凍結回復性を向上させる観点から、２
０以上、好ましくは２５以上、より好ましくは３０以上であり、そして、１００以下、好
ましくは９０以下、より好ましくは８０以下である。
　本発明は、天然油脂由来の高級アルコールから得られた（Ｂ）成分を用いることを可能
とするので、一般式（II）で表される化合物中のＲ5の炭素数が偶数である化合物が占め
る割合が、好ましくは８０質量％以上、より好ましくは９５質量％以上である非イオン界
面活性剤を用いることができる。
　本発明に用いる（Ｂ）成分は、単純には、直鎖１級アルコールにプロピレンオキシドを
先に付加させた後、エチレンオキシド付加させることで得ることができる。合成方法は公
知であり、製品も市販されている。本発明に用いる（Ｂ）成分及びその合成方法について
は公開されている多くの特許文献及び非特許文献を参考にすることができる。
【００２３】
＜（Ａ）成分及び（Ｂ）成分の配合量＞
　本発明の液体柔軟剤組成物は、（Ａ）成分を５質量％以上２０質量％以下である。好適
な柔軟効果を得る観点から、５質量％以上、好ましくは７質量％以上、より好ましくは１
０質量％以上であり、凍結安定性の観点から、２０質量％以下、好ましくは１８質量％以
下含有し、（Ｂ）成分を０．５質量％以上５質量％以下、凍結安定性の観点から、０．５
質量％以上、好ましくは０．６質量％以上、より好ましくは０．８質量％以上であり、粘
度増加の観点から、５質量％以下、好ましくは４質量％以下、より好ましくは３質量％以
下含有するものである。なお、本発明の液体柔軟剤組成物は、後述する任意の成分と水と
を含有することが好ましい。水としては、次亜塩素酸ナトリウムで滅菌処理した脱イオン
水を用いることが好ましい。
【００２４】
＜（Ｃ）成分：多価アルコールと脂肪酸とのエステル化合物＞
　本発明の液体柔軟剤組成物は、保存安定性を向上させる観点から、分子中に３個以上６
個以下のヒドロキシ基を有する多価アルコールと炭素数１６以上２２以下の脂肪酸とのエ
ステル化合物（Ｃ）を含有することが好ましく、中でもモノ脂肪酸エステルを４０質量％
以上含量する多価アルコール脂肪酸エステル混合物を含有することが好ましい。
　多価アルコールとしては、グリセリン、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトー
ル、ショ糖、ソルビタン、ソルビトール、及びソルビットを挙げることができ、これらの
中ではグリセリン、ペンタエリスリトール、ソルビタン、及びソルビトールが好ましい。
　脂肪酸としては、炭素数１６以上１８以下である脂肪酸が好ましい。脂肪酸の具体例と
しては、ステアリン酸、パルミチン酸、オレイン酸、エライジン酸、リノール酸、リノレ
ン酸、パーム油脂肪酸、硬化パーム油脂肪酸、牛脂脂肪酸、及び硬化牛脂脂肪酸が挙げら
れ、これらの中では飽和脂肪酸が好ましい。
　液体柔軟剤組成物中における（Ｃ）成分の含有量は、０，５質量％以上５質量％以下で
ある。保存安定性の観点から、好ましくは０．５質量％以上、より好ましくは１質量％以
上であり、好ましくは５質量％以下、より好ましくは４質量％以下である。
【００２５】
＜（Ｄ）成分：水溶性有機溶剤＞
　本発明の液体柔軟剤組成物は、安定性や粘度の観点から、水溶性有機溶剤（Ｄ）を含有
することが好ましい。なお、本明細書における水溶性有機溶剤とは、２０℃の脱イオン水
１００ｇに対して２０ｇ以上溶解するものをいう。
　水溶性有機溶剤としては、エチレングリコール、プロピレングリコール、グリセリン、
ジエチレングリコール、モノエチレングリコールモノフェニルエーテル、ジエチレングリ
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コールモノフェニルエーテル、トリエチレングリコールモノフェニルエーテル、イソプロ
パノール、及びエタノールから選ばれる１種又は２種以上を用いることができる。これら
の中では、エチレングリコール、プロピレングリコール、グリセリン及びエタノールが好
ましい。
　液体柔軟剤組成物中の水溶性有機溶剤（Ｄ）の量は、好ましくは１質量％以上１０質量
％以下である。凍結回復性を高める観点から、好ましくは１質量％以上、より好ましくは
２質量％以上であり、保存安定性の観点から、好ましくは１０質量％以下、より好ましく
は８質量％以下である。
【００２６】
＜（Ｅ）成分：水溶性無機塩＞
　本発明の液体柔軟剤組成物は、貯蔵安定性を向上させる観点から、水溶性無機塩（Ｅ）
を含有することが好ましい。
　水溶性無機塩としては、貯蔵安定性の観点から、塩化ナトリウム、塩化カルシウム、及
び塩化マグネシウムから選ばれる１種又は２種以上を用いることができる。これらの中で
は塩化カルシウムが好ましい。
　液体柔軟剤組成物中の水溶性無機塩（Ｅ）の量は、好ましくは０．０１質量％以上１．
０質量％以下である。貯蔵安定性又は粘度調整剤の観点から、好ましくは０．０１質量％
以上、より好ましくは０．１質量％以上であり、貯蔵安定性の観点から、好ましくは１．
０質量％以下、より好ましくは０．８質量％以下である。
【００２７】
＜（Ｆ）成分：酸剤＞
　本発明の液体柔軟剤組成物には、酸剤を配合することが好ましく、４級アンモニウム塩
化合物の加水分解による分解を抑制する観点から、液体柔軟剤組成物の原液３０℃におけ
るｐＨが２．５以上４．０以下になるように酸剤を配合することができる。
　酸としては、無機酸又は有機酸が挙げられる。無機酸の具体例としては、塩酸、硫酸が
挙げられる。
　有機酸の具体例としては、炭素数１以上１０以下の１価又は多価のカルボン酸、又は炭
素数１以上２０以下の１価又は多価のスルホン酸が挙げられる。より具体的にはメチル硫
酸、エチル硫酸、ｐ－トルエンスルホン酸、（ｏ－、ｍ－、ｐ－）キシレンスルホン酸、
ベンゼンスルホン酸、ドデシルベンゼンスルホン酸、グリコール酸、エチレンジアミン４
酢酸、クエン酸、安息香酸、サリチル酸、コハク酸が挙げられる。
　なお、酸剤は、ｐＨが上記範囲になる範囲で、安定性を損なわない程度に配合すればよ
い。また、配合量は（Ａ）成分の種類や量によって適宜調整することができ、例えば０．
０１質量％以上、５質量％以下である。
【００２８】
＜（Ｇ）成分：香料＞
　本発明の液体柔軟剤組成物には、使用感を実感させる観点から、香料を配合することが
好ましく、一般に柔軟剤組成物に使用されている種々の天然あるいは合成香料を使用する
ことができる。
　香料としては、例えば、脂肪族炭化水素、テルペン炭化水素、芳香族炭化水素等の炭化
水素類、脂肪族アルコール、テルペンアルコール、芳香族アルコール等のアルコール類、
脂肪族エーテル、芳香族エーテル等のエーテル類、脂肪族オキサイド、テルペン類のオキ
サイド等のオキサイド類、脂肪族アルデヒド、テルペン系アルデヒド、脂肪族環状アルデ
ヒド、チオアルデヒド、芳香族アルデヒド等のアルデヒド類、脂肪族ケトン、テルペンケ
トン、脂肪族環状ケトン、非ベンゼン系芳香族ケトン、芳香族ケトン等のケトン類、アセ
タール類、ケタール類、フェノール類、フェノールエーテル類、脂肪酸、テルペン系カル
ボン酸、脂肪族環状カルボン酸、芳香族カルボン酸等の酸類、酸アマイド類、脂肪族ラク
トン、大環状ラクトン、テルペン系ラクトン、脂肪族環状ラクトン、芳香族ラクトン等の
ラクトン類、脂肪族エステル、フラン系カルボン酸エステル、脂肪族環状カルボン酸エス
テル、シクロヘキシルカルボン酸エステル、テルペン系カルボン酸エステル、芳香族カル
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ボン酸エステル等のエステル類、ニトロムスク類、ニトリル、アミン、ピリジン類、キノ
リン類、ピロール、インドール等の含窒素化合物等々の合成香料、及び動物、植物からの
天然香料、天然香料及び／又は合成香料を含む調合香料の１種又は２種以上を使用するこ
とができる。
　より具体的には、１９９６年化学工業日報社発行、印藤元一著「合成香料 化学と商品
知識」、１９６９年ＭＯＮＴＣＬＡＩＲ，Ｎ．Ｊ．発行、ステファン・アークタンダー（
ＳＴＥＦＦＥＮ ＡＲＣＴＡＮＤＥＲ）著「パヒューム アンド フレーバー ケミカルズ（
Ｐｅｒｆｕｍｅ ａｎｄ Ｆｌａｖｏｒ Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ）」、朝倉書店発行、日本香
料協会編「香りの百科」、産業図書株式会社発行、中島基貴編著「香料と調香の基礎知識
」に記載の香料等が使用できる。
【００２９】
　香料は、香りの持続性、残香性を向上させる観点から、マイクロカプセル化して配合し
てもよい。香料のマイクロカプセルは、芯物質の香料を壁材で包んだ球状物質であり、そ
の役割は芯物質の香料を保護し、カプセルに物理的な力が加わった際にカプセルの壁が破
れて芯物質の香料を放出するものである。
　マイクロカプセルの製造方法については、“造る＋使うマイクロカプセル”（小石真純
 他著、工業調査会、２００５年１０月出版）や、特開２００８－６３５７５号公報、特
開２００６－２４９３２６号公報、特開平１１－２１６３５４号公報、特開平５－２２２
６７２号公報等に記載されている方法を採用することができる。
　また、香りの持続性、残香性を向上させる観点から、例えば、特開２００９－２５６８
１８に記載のアルコール香料のケイ酸エステルを併用することができる。
　香料成分は液体柔軟剤組成物中に、好ましくは０．１質量％以上、より好ましくは０．
２質量％以上であり、そして、好ましくは５質量％以下、より好ましくは２質量％以下で
ある。
【００３０】
＜その他成分＞
　その他任意成分としては、以下の成分が挙げられる。
　柔軟性向上及び保存安定性向上ために、脂肪酸、（Ａ）成分以外の陽イオン界面活性剤
、（Ｂ）成分以外の非イオン界面活性剤等の界面活性剤を併用してもよい。
　柔軟剤組成物は、基材劣化の抑制のために、ジブチルヒドロキシトルエン（以下、「Ｂ
ＨＴ」ともいう。）等の周知の酸化防止剤を含有してもよく、（Ａ）成分や（Ｂ）成分又
は香料成分等は既に配合している場合もある。酸化防止剤を配合することで分解による臭
気発生を抑制することができる。
【００３１】
　長期保存時の着色を抑制し審美性を向上させる観点から、一般的に柔軟剤に配合される
染料、顔料を配合することができる。
　また、一般に洗浄剤に配合することが知られている防菌・防黴剤を配合することができ
る。更に、長期保存時の色相変化や香りの変質を防ぐ観点、ｐＨを調整する観点から、エ
チレンジアミン４酢酸、クエン酸及びその塩等のキレート剤を配合することもできる。
　繊維製品の風合いや感触の向上のために通常柔軟剤に配合する事が知られているジメチ
ルポリシロキサン（ジメチコーンという場合もある）や各種変性シリコーンを配合しても
よい。
【００３２】
＜柔軟剤組成物のｐＨ及び粘度＞
　本発明の液体柔軟剤組成物の３０℃の時のｐＨは、好ましくは２．５以上４．０以下、
より好ましくは２．５以上３．５以下である。処理後の繊維製品の発香性及び残香性の両
方の点及び保存安定性の点からこの範囲が好ましい。
　ｐＨは、「ＪＩＳ　Ｋ　３３６２；２００８の項目８．３に従って３０℃において測定
する。
　ｐＨの調整は、アルカリ剤や前述のクエン酸、コハク酸等の酸剤を用いてもよい。
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【００３３】
　本発明の液体柔軟剤組成物の３０℃における粘度は、使いやすさの観点から、好ましく
は５ｍＰａ・s以上２００ｍＰａ・s以下、より好ましくは１０ｍＰａ・ｓ以上１５０ｍＰ
ａ・ｓ以下である。
　液体柔軟剤組成物の粘度は、Ｂ型粘度計を用いて、溶液の粘度に適したＮｏ．１～Ｎｏ
．３ローターのいずれかのローターを用い、６０ｒ／ｍｉｎで、測定開始から１分後の指
示値である。液体柔軟剤組成物は３０±１℃に調温して測定する。
【実施例】
【００３４】
　実施例及び比較例で使用した成分を以下にまとめて示す。
＜（Ａ）成分＞
（ａ－１）：トリエタノールアミン１モルに対して脂肪酸（パルミチン酸／ステアリン酸
／オレイン酸／その他＝２８質量％／３２質量％／３２質量％／８質量％）を１．７モル
でエステル化した後、ジメチル硫酸０．９７当量で４級化した４級アンモニウム塩化合物
【００３５】
（ａ－２）：トリエタノールアミン１モルに対して脂肪酸（パルミチン酸／ステアリン酸
／オレイン酸／その他＝４３質量％／２５質量％／２６質量％／６質量％）を１．７モル
でエステル化した後、ジメチル硫酸０．９７当量で４級化した４級アンモニウム塩化合物
【００３６】
＜（Ｂ）成分＞
　下記の（ｂ－１）～（ｂ－４）及び（ｂ’－１）～（ｂ’－３）は、それぞれの炭素数
の直鎖１級アルコールにプロピレンオキシド及びエチレンオキシドを構造の順に反応させ
て得られた化合物である。ｍ＝０は、プロピレンオキシドによる付加反応を行っていない
ことを意味する。なお、（ｂ’－４）は、ラウリルアルコールにエチレンオキシド及びプ
ロピレンオキシドがＥＯ―ＰＯ―ＥＯの順に平均付加モル数がＥＯが９モル、ＰＯが２モ
ルそしてＥＯが９モルとなるように合成した非イオン界面活性剤である。
【００３７】
（ｂ－１）：一般式（II）において、Ｒ5が炭素数１２の直鎖アルキル基であって、ｍ＝
１、ｎ＝３０の非イオン界面活性剤
【００３８】
（ｂ－２）：一般式（II）において、Ｒ5が炭素数１２の直鎖アルキル基であって、ｍ＝
１、ｎ＝４０の非イオン界面活性剤
【００３９】
（ｂ－３）：一般式（II）において、Ｒ5が炭素数１２の直鎖アルキル基であって、ｍ＝
１、ｎ＝５０の非イオン界面活性剤
【００４０】
（ｂ－４）：一般式（II）において、Ｒ5が炭素数８の直鎖アルキル基であって、ｍ＝１
、ｎ＝５０の非イオン界面活性剤
【００４１】
＜（Ｂ’）成分＞
（ｂ’－１）：一般式（II）において、Ｒ5が炭素数１２の直鎖アルキル基であって、ｍ
＝０、ｎ＝２１の非イオン界面活性剤
【００４２】
（ｂ’－２）：一般式（II）において、Ｒ5が炭素数１２の直鎖アルキル基であって、ｍ
＝０、ｎ＝４０の非イオン界面活性剤
【００４３】
（ｂ’－３）：一般式（II）において、Ｒ5が炭素数１２の直鎖アルキル基であって、ｍ
＝０、ｎ＝５０の非イオン界面活性剤
【００４４】
（ｂ’－４）：ラウリルアルコール１モルあたりエチレンオキシドを９モル、プロピレン
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オキシドを２モル、エチレンオキシドを９モルの順に付加させた非イオン性界面活性剤
【００４５】
＜（Ｃ）成分＞
　エキセパールＰＥ-ＭＳ（ペンタエリスリトールモノステアレート、花王株式会社製）
＜（Ｄ）成分＞
　エチレングリコール
＜（Ｅ）成分＞
　塩化カルシウム
【００４６】
実施例１～６及び比較例１～６
　実施例及び比較例で使用した液体柔軟剤組成物は、表１に示す配合にしたがって調製し
た。また、得られた液体柔軟剤組成物について、下記要領で柔軟性及び凍結回復性を評価
した。結果を表１に示す。
【００４７】
＜液体柔軟剤組成物の調製＞
　３００ｍＬのガラス製ビーカー（内径７ｃｍ、高さ１１ｃｍ）に、液体柔軟剤組成物の
でき上がり質量が２００ｇとなるのに必要な量の９５質量％に相当する量のイオン交換水
（６０℃）と（Ｄ）成分とを入れ、スリーワンモーター（新東科学株式会社製、ＴＹＰＥ
 ＨＥＩＤＯＮ １２００Ｇ）に装着した攪拌羽根（タービン型攪拌羽根、３枚翼、翼長２
ｃｍ）をガラス製ビーカー底面から１ｃｍの高さに設置し、回転数１５０ｒ／ｍｉｎで均
一溶液になるまで攪拌混合した。
　次いで、あらかじめ６０℃で均一混合しておいた（Ａ）成分及び（Ｂ）成分、（Ｃ）成
分を投入した後、すぐに（Ｅ）成分を投入して回転数１５０ｒ／ｍｉｎで１０分間攪拌し
た。
　その後、ウォータ－バスにて内容物温度が７０℃になるまで加温し、回転数４００ｒ／
ｍｉｎで１５分間攪拌した。
　最後に、氷水を入れたウォーターバス中で内容物温度が２５℃になるまで冷却した後、
香料を添加し、塩酸水溶液又は水酸化ナトリウム水溶液にてｐＨを３．０に調製し必要に
応じて各成分の濃度が表１に記載の濃度となるのに必要なイオン交換水を添加し、２５℃
で回転数２００ｒ／ｍｉｎにて１５分間攪拌することにより液体柔軟剤組成物を得た。
【００４８】
＜柔軟性の評価方法＞
（１）評価タオルの前処理方法
　市販の粉末洗剤（花王株式会社製、アタック）を用いて、市販の木綿タオル（武井タオ
ル株式会社製、ＴＷ－２２０）２４枚を日立全自動洗濯機ＮＷ－６ＣＹを用いて一連の洗
濯工程を５回繰り返した（アタック使用量３４ｇ、標準コース、水量４５Ｌ、水温２０℃
、洗浄時間１０分、ため濯ぎ２回）。その後、２０℃、４５％ＲＨの条件下で乾燥させた
。
【００４９】
（２）評価タオルの柔軟処理方法
　Ｎａｔｉｏｎａｌ製電気バケツ式洗濯機（ＭｉｎｉＭｉｎｉ、型番：ＮＡ－３５）に２
０℃の水を４．５Ｌ注水し、上記（１）の方法で前処理した木綿タオル２枚を投入し、１
分間攪拌した。攪拌後、表１に記載の液体柔軟剤組成物を木綿タオル１．５ｋｇ当たり７
ｍｌとなる量にて投入し、攪拌しながら５分間処理した。処理後、脱水槽で２分間脱水し
、２０℃、４５％ＲＨの条件下で乾燥させた。
【００５０】
（３）柔軟性の評価方法
　前記（２）における乾燥後の木綿タオルについて、１０人のパネラーによるＳｃｈｅｆ
ｆｅの一対比較法により比較例１の液体柔軟剤組成物で処理したタオルを対照とし、次の
基準に基づいて柔軟性の評価を行った。
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〔評価基準〕
　○：対照（比較例１）よりも有意水準５％以下でやわらかく感じる。
　△：対照（比較例１）と同じやわらかさであると感じる。
　×：対照（比較例１）の方が有意水準５％以下でやわらかく感じる。
【００５１】
＜凍結回復性の評価方法＞
　５０ｍｌのガラス製容器に実施例又は比較例の各液体柔軟剤組成物を４０ｍｌ加え、－
２０℃で１２時間の凍結、２０℃で１２時間の解凍を１サイクルとし、３サイクル終了後
の粘度変化、分離、及び析出物の有無を次の基準に基づいて評価を行った。
〔評価基準〕
　○：３サイクル後も粘度又は外観上の変化がほとんど見られない。
　△：３サイクル後に試料の粘度が少し増加するか、外観上の変化がわずかに見られた。
　×：３サイクル後に試料の流動性がなくなるか、明瞭な分離又は析出物が見られた。
【００５２】

【表１】
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【００５３】
　実施例及び比較例の結果より明らかなように、本発明の液体柔軟剤組成物は、柔軟性を
有し、かつ凍結回復性に優れている。
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